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１ 選挙管理委員会 

 

地方自治法（抜粋） 

第１８０条の５  執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければならな

い委員会及び委員は、左の通りである。  

(1) 略 

(2)選挙管理委員会 

(3)・(4) 略 

２～５ 略 

６  普通地方公共団体の委員会の委員又は委員は、当該普通地方公共団体に対しその職務に関し請負

をする者及びその支配人又は主として同一の行為をする法人（当該普通地方公共団体が出資している

法人で政令で定めるものを除く。）の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれら

に準ずべき者、支配人及び清算人たることができない。   

第１８１条  普通地方公共団体に選挙管理委員会を置く。  

２  選挙管理委員会は、４人の選挙管理委員を以てこれを組織する。 

第１８２条  選挙管理委員は、選挙権を有する者で、人格が高潔で、政治及び選挙に関し公正な識見

を有するもののうちから、普通地方公共団体の議会においてこれを選挙する。  

２  議会は、前項の規定による選挙を行う場合においては、同時に、同項に規定する者のうちから委

員と同数の補充員を選挙しなければならない。補充員がすべてなくなつたときも、また、同様とする。  

３  委員中に欠員があるときは、選挙管理委員会の委員長は、補充員の中からこれを補欠する。その

順序は、選挙の時が異なるときは選挙の前後により、選挙の時が同時であるときは得票数により、得

票数が同じであるときはくじにより、これを定める。  

４  法律の定めるところにより行なわれる選挙、投票又は国民審査に関する罪を犯し刑に処せられた

者は、委員又は補充員となることができない。  

５  委員又は補充員は、それぞれその中の２人が同時に同一の政党その他の政治団体に属する者とな

ることとなつてはならない。  

６  第１項又は第２項の規定による選挙において、同一の政党その他の政治団体に属する者が前項の

制限を超えて選挙された場合及び第３項の規定により委員の補欠を行えば同一の政党その他の政治

団体に属する委員の数が前項の制限を超える場合等に関し必要な事項は、政令でこれを定める。  

７  委員は、地方公共団体の議会の議員及び長と兼ねることができない。  

８  委員又は補充員の選挙を行うべき事由が生じたときは、選挙管理委員会の委員長は、直ちにその

旨を当該普通地方公共団体の議会及び長に通知しなければならない。 

第１８５条の２  選挙管理委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、 

同様とする。 

第１８６条  選挙管理委員会は、法律又はこれに基づく政令の定めるところにより、当該普通地方公

共団体が処理する選挙に関する事務及びこれに関係のある事務を管理する。 

第１８７条  選挙管理委員会は、委員の中から委員長を選挙しなければならない。  

２  委員長は、委員会に関する事務を処理し、委員会を代表する。  



 

 

３  委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長の指定する委員がその職務を代理

する。 

第１８８条  選挙管理委員会は、委員長がこれを招集する。委員から委員会の招集の請求があるとき

は、委員長は、これを招集しなければならない。 

第１８９条  選挙管理委員会は、３人以上の委員が出席しなければ、会議を開くことができない。  

２  委員長及び委員は、自己若しくは父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄弟姉妹の一身上に関

する事件又は自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の利害関係のある事件については、その

議事に参与することができない。但し、委員会の同意を得たときは、会議に出席し、発言することが

できる。  

３  前項の規定により委員の数が減少して第１項の数に達しないときは、委員長は、補充員でその事

件に関係のないものを以て第１８２条第３項の順序により、臨時にこれに充てなければならない。委

員の事故に因り委員の数が第一項の数に達しないときも、また、同様とする。 

第１９０条  選挙管理委員会の議事は、出席委員の過半数を以てこれを決する。可否同数のときは、

委員長の決するところによる。 

第１９３条  第１２７条第２項、第１４１条第１項及び第１６６条第１項の規定は選挙管理委員に、

第１５３条第１項、第１５４条及び第１５９条の規定は選挙管理委員会の委員長に、第１７２条第２項

及び第４項の規定は選挙管理委員会の書記長、書記その他の職員にこれを準用する。 

 (準用) 

 第１４１条  普通地方公共団体の長は、衆議院議員又は参議院議員と兼ねることができない。 

 第１６６条  副知事及び副市町村長は、検察官、警察官若しくは収税官吏又は普通地方公共団体に

おける公安委員会の委員と兼ねることができない。  

（区の設置）  

第２５２条の２０  指定都市は、市長の権限に属する事務を分掌させるため、条例で、その区域を分

けて区を設け、区の事務所又は必要があると認めるときはその出張所を置くものとする。 

１～３ 略  

４  区に選挙管理委員会を置く。  

地方自治法施行令（抜粋） 

第１３７条  選挙管理委員会が成立しないとき、委員会を招集する暇がないと認めるとき、又は地方 

自治法第１８９条第２項 の規定による除斥のため同条第３項 の規定により臨時に補充員を委員に

充ててもなお会議を開くことができないときは、委員長は、委員会の議決すべき事件を処分すること

ができる。  

２  前項の規定による処分については、委員長は、次の会議においてこれを委員会に報告し、その承

認を求めなければならない。 

（区の選挙管理委員及び補充員）  

第１７４条の４７  区の選挙管理委員及び補充員は、その区における選挙権を有する者の中からこれ

を選挙しなければならない。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律(抜粋) 

（兼職禁止）  

第６条  委員は、地方公共団体の議会の議員若しくは長、地方公共団体に執行機関として置かれる委



 

 

員会の委員若しくは委員又は地方公共団体の常勤の職員若しくは地方公務員法 （昭和２５年法律第２

６１号）第２８条の５第１項 に規定する短時間勤務の職を占める職員と兼ねることができない。 

 

公職選挙法（抜粋） 

（公務員の立候補制限）  

第８９条  国若しくは地方公共団体の公務員又は特定独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成１１

年法律第１０３号）第２条第２項 に規定する特定独立行政法人をいう。以下同じ。）若しくは特定地方

独立行政法人（地方独立行政法人法 （平成１５年法律第１１８号）第２条第２項 に規定する特定地方

独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員若しくは職員は、在職中、公職の候補者となることができな

い。ただし、次の各号に掲げる公務員（特定独立行政法人又は特定地方独立行政法人の役員及び職員を

含む。次条及び第１０３条第３項において同じ。）は、この限りでない。  

(1)・(2) 略 

(3)  専務として委員、顧問、参与、嘱託員その他これらに準ずる職にある者で臨時又は非常勤のもの

につき、政令で指定するもの 

（特定公務員の選挙運動の禁止）  

第１３６条  左の各号に掲げる者は、在職中、選挙運動をすることができない。  

１  中央選挙管理会の委員及び中央選挙管理会の庶務に従事する総務省の職員並びに選挙管理委員会

の委員及び職員 

 

農業委員会等に関する法律(抜粋) 

（委員の選挙権、被選挙権等）  

第８条  農業委員会の区域内に住所を有する次に掲げる者で年齢２０年以上のものは、当該農業委員

会の選挙による委員の選挙権及び被選挙権を有する。 

１～３ 略  

４  選挙管理委員会の委員及び職員、投票管理者、開票管理者並びに選挙長は、在職中その関係区域

内における農業委員会の選挙による委員の候補者となることができない。  

  



 

 

２ 人事委員会 

 

地方公務員法（抜粋） 

（人事委員会及び公平委員会並びに職員に関する条例の制定）  

第５条  地方公共団体は、法律に特別の定がある場合を除く外、この法律に定める根本基準に従い、

条例で、人事委員会又は公平委員会の設置、職員に適用される基準の実施その他職員に関する事項に

ついて必要な規定を定めるものとする。但し、その条例は、この法律の精神に反するものであつては

ならない。  

２  第７条第１項又は第２項の規定により人事委員会を置く地方公共団体においては、前項の条例を

制定し、又は改廃しようとするときは、当該地方公共団体の議会において、人事委員会の意見を聞か

なければならない。 

（人事委員会又は公平委員会の設置）  

第７条  都道府県及び地方自治法 （昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項 の指定都市

は、条例で人事委員会を置くものとする。 

（人事委員会又は公平委員会の権限）  

第８条  人事委員会は、次に掲げる事務を処理する。  

(1)  人事行政に関する事項について調査し、人事記録に関することを管理し、及びその他人事に関す

る統計報告を作成すること。  

(2)  給与、勤務時間その他の勤務条件、研修及び勤務成績の評定、厚生福利制度その他職員に関する

制度について絶えず研究を行い、その成果を地方公共団体の議会若しくは長又は任命権者に提出する

こと。  

(3)  人事機関及び職員に関する条例の制定又は改廃に関し、地方公共団体の議会及び長に意見を申し

出ること。  

(4)  人事行政の運営に関し、任命権者に勧告すること。  

(5)  給与、勤務時間その他の勤務条件に関し講ずべき措置について地方公共団体の議会及び長に勧告

すること。  

(6)  職員の競争試験及び選考並びにこれらに関する事務を行うこと。  

(7)  職階制に関する計画を立案し、及び実施すること。  

(8)  職員の給与がこの法律及びこれに基く条例に適合して行われることを確保するため必要な範囲

において、職員に対する給与の支払を監理すること。  

(9)  職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置

を執ること。  

(10)  職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をすること。  

(11)  前２号に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。  

(12)  前各号に掲げるものを除く外、法律又は条例に基きその権限に属せしめられた事務 

（人事委員会又は公平委員会の委員）  

第９条の２  人事委員会又は公平委員会は、３人の委員をもつて組織する。  

２  委員は、人格が高潔で、地方自治の本旨及び民主的で能率的な事務の処理に理解があり、且つ、



 

 

人事行政に関し識見を有する者のうちから、議会の同意を得て、地方公共団体の長が選任する。  

３  第１６条第２号、第３号若しくは第５号の１に該当する者又は第５章に規定する罪を犯し刑に処

せられた者は、委員となることができない。  

４  委員の選任については、そのうちの２人が、同一の政党に属する者となることとなつてはならな

い。  

５  委員のうち２人以上が同一の政党に属することとなつた場合においては、これらの者のうち１人

を除く他の者は、地方公共団体の長が議会の同意を得て罷免するものとする。但し、政党所属関係に

ついて異動のなかつた者を罷免することはできない。  

６  地方公共団体の長は、委員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき、又は委員に

職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認めるときは、議会の同意を得て、これを

罷免することができる。この場合においては、議会の常任委員会又は特別委員会において公聴会を開

かなければならない。  

７  委員は、前２項の規定による場合を除く外、その意に反して罷免されることがない。  

８  委員は、第１６条第２号、第４号又は第５号の一に該当するに至つたときは、その職を失う。  

９  委員は、地方公共団体の議会の議員及び当該地方公共団体の地方公務員（第７条第４項の規定に

より公平委員会の事務の処理の委託を受けた地方公共団体の人事委員会の委員については、他の地方

公共団体に公平委員会の事務の処理を委託した地方公共団体の地方公務員を含む。）の職（執行機関

の附属機関の委員その他の構成員の職を除く。）を兼ねることができない。  

１０  委員の任期は、４年とする。但し、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

１１  人事委員会の委員は、常勤又は非常勤とし、公平委員会の委員は、非常勤とする。  

（任命の方法）  

第１７条  職員の職に欠員を生じた場合においては、任命権者は、採用、昇任、降任又は転任のいず

れか一の方法により、職員を任命することができる。  

２  人事委員会（競争試験等を行う公平委員会を含む。以下この条から第１９条まで、第２１条及び

第２２条において同じ。）を置く地方公共団体においては、人事委員会は、前項の任命の方法のうち

のいずれによるべきかについての一般的基準を定めることができる。 

（競争試験及び選考）  

第１８条  競争試験又は選考は、人事委員会が行うものとする。但し、人事委員会は、他の地方公共

団体の機関との協定によりこれと共同して、又は国若しくは他の地方公共団体の機関との協定により

これらの機関に委託して、競争試験又は選考を行うことができる。 

（給料表に関する報告及び勧告）  

第２６条  人事委員会は、毎年少くとも１回、給料表が適当であるかどうかについて、地方公共団体

の議会及び長に同時に報告するものとする。給与を決定する諸条件の変化により、給料表に定める給

料額を増減することが適当であると認めるときは、あわせて適当な勧告をすることができる。 

（勤務条件に関する措置の要求）  

第４６条  職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、人事委員会又は公平委員会に対して、

地方公共団体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができる。  

（審査及び審査の結果執るべき措置）  

第４７条  前条に規定する要求があつたときは、人事委員会又は公平委員会は、事案について口頭審



 

 

理その他の方法による審査を行い、事案を判定し、その結果に基いて、その権限に属する事項につい

ては、自らこれを実行し、その他の事項については、当該事項に関し権限を有する地方公共団体の機

関に対し、必要な勧告をしなければならない。 

（不利益処分に関する説明書の交付）  

第４９条  任命権者は、職員に対し、懲戒その他その意に反すると認める不利益な処分を行う場合に

おいては、その際、その職員に対し処分の事由を記載した説明書を交付しなければならない。 

（不服申立て）  

第４９条の２  前条第１項に規定する処分を受けた職員は、人事委員会又は公平委員会に対してのみ

行政不服審査法 による不服申立て（審査請求又は異議申立て）をすることができる。 

（審査及び審査の結果執るべき措置）  

第５０条  第４９条の２第１項に規定する不服申立てを受理したときは、人事委員会又は公平委員会

は、直ちにその事案を審査しなければならない。この場合において、処分を受けた職員から請求があ

つたときは、口頭審理を行わなければならない。口頭審理は、その職員から請求があつたときは、公

開して行わなければならない。  

２  人事委員会又は公平委員会は、必要があると認めるときは、当該不服申立てに対する裁決又は決

定を除き、審査に関する事務の一部を委員又は事務局長に委任することができる。  

３  人事委員会又は公平委員会は、第一項に規定する審査の結果に基いて、その処分を承認し、修正

し、又は取り消し、及び必要がある場合においては、任命権者にその職員の受けるべきであつた給与

その他の給付を回復するため必要で且つ適切な措置をさせる等その職員がその処分によつて受けた

不当な取扱を是正するための指示をしなければならない。 

 

千葉市人事委員会設置条例(抜粋) 

(設置) 

第１条 地方公務員法(昭和２５年法律第２６１号)第７条第１項の規定に基づき，千葉市人事委員会を

設置する。 

 

千葉市職員の給与に関する条例(抜粋) 

 (給料表) 

第３条 略 

２ 略 

３ 職員(千葉市一般職の任期付職員の採用に関する条例(平成１７年千葉市条例第３号)第２条第１項

の規定により任期を定めて採用された職員(以下「特定任期付職員」という。)を除く。次項、第４条

及び第５条において同じ。)の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づきこれを給料表に定める

職務の級に分類するものとし、その分類の基準となるべき標準的な職務の内容は、人事委員会規則で

定める。 

(初任給、昇格、昇給) 

第５条 略 

２ 職員の職務の級は、前項の職員の職務の級ごとの定数の範囲内で、かつ、第３条第３項の規定によ

り人事委員会規則で定める基準に従い任命権者が決定する。 



 

 

３ 新たに給料表の適用を受ける職員となった者の号給は、人事委員会規則で定める初任給の基準に従

い決定する。 

４ 職員が一の職務の級から他の職務の級に移った場合又は一の職から同じ職務の級の初任給の基準

を異にする他の職に移った場合における号給は、人事委員会規則で定めるところにより決定する。 

５ 職員の昇給は、人事委員会規則で定める日に、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて、

行うものとする。 

６ 前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、同項に規定する

期間の全部を良好な成績で勤務した職員の昇給の号給数を４号給(行政職給料表の適用を受ける職員

でその職務の級が５級以上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の級

がこれに相当するもののうち人事委員会規則で定める職員にあっては、３号給)とすることを標準と

して人事委員会規則で定める基準に従い決定するものとする。 

７ ５５歳(人事委員会規則で定める職員にあっては、５６歳以上の年齢で人事委員会規則で定めるも

の)を超える職員に関する前項の規定の適用については、同項中「４号給(行政職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が５級以上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職

務の級がこれに相当するもののうち人事委員会規則で定める職員にあっては、３号給)」とあるのは、

「２号給」とする。 

８・９ 略 

10 第５項から前項までに規定するもののほか、職員の昇給に関し必要な事項は、人事委員会規則で定

める。 

  



 

 

３ 農業委員会 

 

地方自治法（抜粋） 

第１８０条の５  執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければならな

い委員会及び委員は、左の通りである。  

(1)～(4)  略 

２  略 

３  第１項に掲げるものの外、執行機関として法律の定めるところにより市町村に置かなければなら

ない委員会は、左の通りである。  

(1)  農業委員会 

４・５ 略 

６  普通地方公共団体の委員会の委員又は委員は、当該普通地方公共団体に対しその職務に関し請負

をする者及びその支配人又は主として同一の行為をする法人（当該普通地方公共団体が出資している

法人で政令で定めるものを除く。）の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれら

に準ずべき者、支配人及び清算人たることができない。  

７  法律に特別の定めがあるものを除くほか、普通地方公共団体の委員会の委員又は委員が前項の規

定に該当するときは、その職を失う。その同項の規定に該当するかどうかは、その選任権者がこれを

決定しなければならない。 

 

農業委員会等に関する法律(抜粋) 

（設置）  

第３条  市町村に農業委員会を置く。ただし、その区域内に耕作の目的に供される土地（以下「農地」

という。）のない市町村には、農業委員会を置かない。  

 

公職選挙法（抜粋） 

（公務員の立候補制限）  

第８９条  国若しくは地方公共団体の公務員又は特定独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成１１

年法律第１０３号）第２条第２項 に規定する特定独立行政法人をいう。以下同じ。）若しくは特定地方

独立行政法人（地方独立行政法人法 （平成１５年法律第１１８号）第２条第２項 に規定する特定地方

独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員若しくは職員は、在職中、公職の候補者となることができな

い。ただし、次の各号に掲げる公務員（特定独立行政法人又は特定地方独立行政法人の役員及び職員を

含む。次条及び第１０３条第３項において同じ。）は、この限りでない。  

(1)・(2) 略 

(3)  専務として委員、顧問、参与、嘱託員その他これらに準ずる職にある者で臨時又は非常勤のもの

につき、政令で指定するもの 

 

 


